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　閉じこもりは、要介護の発生を高める要因の一つであり、わが国では、介護

予防を目的とした地域支援事業に閉じこもり予防・支援を導入している。しか

し、これまでに閉じこもりが改善した報告は少ないのが現状であり、有効な介

入手段は未だ確立されていない。そこで今回、地域高齢における閉じこもりの

現状をレビューすることとした。

　その結果、閉じこもりの関連要因に関する報告は数多く散見され、閉じこも

りは、身体的、心理的、社会・環境要因に分けられていた。また、閉じこもり

の主な関連要因によって類型化した報告が散見された。一方、閉じこもりに対

する介入研究は少なく、介入によって身体機能や精神状態、または QOL が改

善した報告はあるが、閉じこもりが改善した報告はわずかであった。これは、

閉じこもりの要因が多岐にわたり複雑化していることが考えられる。今後は、

主な関連要因の類型化に応じた介入を検討していく必要性が考えられる。
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Ⅰ．緒　言
　わが国の高齢者人口は増加の一途を辿り、

2014 年 2 月時点で高齢化率は 25.4% となっ

ている 1）。それに伴い、介護保険認定者数も

増加傾向を示しており、今後も急増すること

が見込まれている。この対策として、わが国

では 2006 年 4 月に介護保険制度を見直し、

介護予防を重視した制度改正が実施された。

そして新たに創設された地域支援事業のなか

に閉じこもり予防・支援が含まれている。

高齢者の閉じこもりについて、わが国で

は 1984 年に竹内 2）が寝たきりに対するリス

クファクターとして「閉じこもり症候群」を

提起した。閉じこもり症候群とは、生活の活

動空間がほぼ家の中のみへと狭小化すること

で活動性が低下し、その結果、廃用症候群を

発症させ、さらに心身両面の活動力を失って

いく結果、寝たきりに進行するというプロセ

スを指したものである。閉じこもりの概念は

さまざまであり、統一されたものはないが、

近年では、「日常生活における活動範囲が屋

内にほぼ限られている状態 3）」、「寝たきりな

どではないにも関らず、家からほとんど外出

せずに過ごしている状態 4）」とされている。

閉じこもりの定義は、研究者によってさ

まざまであるが、先行研究で最も多く用いら

れているのは、外出頻度である。外出頻度に

ついては、要介護状態になるリスクの高い二

次予防事業対象者の把握事業に用いられてい

る基本チェックリスト（厚生労働省作成）に

おいて、閉じこもりの判定を「外出頻度が週

に 1 回未満」としていることから、この基準

が最も多く用いられている。

　閉じこもりの出現率は、65 歳以上の高齢

者全体を対象とした場合、10 ～ 15% 程度で

あり、年齢が高くなるほど閉じこもりが多く

なるため、後期高齢者では 20% を超えると

考えられている 4）5）。また、要介護状態にな

るリスクの高い二次予防事業対象者 296 万人

うち、閉じこもりに該当する割合は、18.0%
となっている 6）。閉じこもりは、死亡・寝た

きりの発生や、要介護の発生を高める要因の

一つであることが明らかにされている 7）8）9）。

このようなことから介護予防の対策として、

閉じこもり予防・支援を検討することは重要

である。しかしながら、現行の閉じこもり予

防・支援においては、効果が十分に検証され

ておらず、未だ有効な介入手段が確立されて

いない状況である。

　そこで、地域在住高齢者に対する閉じこも

り予防・支援の現状と課題を総説として報告

する。

Ⅱ�．わが国における閉じこもりに関する研究
動向

１．文献検索方法
　2015 年 3 月までの臨床研究を医学中央雑

誌の電子データベースにて検索した。検索用

語は、「高齢者」および「閉じこもり」とし、

症例報告を除いた 231 件を抽出した。文献の

採択基準は、対象者が 65 歳以上の地域在住

高齢者であること、対象者が要介護認定を受

けていない者であることとした。ただし、要

介護認定を受けていない者と要介護認定を受

けた者を含めた地域在住高齢者は採択基準に

含めた。そのうち、主に閉じこもりの関連要

因を検討した調査研究 19 件、介入研究 5 件

を採用した。

２．閉じこもりに関する関連要因の研究
閉じこもりの関連要因は身体的、心理的、

社会・環境要因に分けられている。（表 1）
1）身体的要因 

身体的要因には、歩行能力の低下 5）10）11）、

IADL 障害 11）12）、認知機能の低下 13）14）、散歩・

体操や運動をほとんどしない 11）13）、日常生

活自立度の低下 13）15）、下肢の痛み 16）などが

挙げられている。

2）心理的要因

心理的要因には、ADL に対する自己効力

感の低さ 17）18）19）、主観的健康感の低さ 8）16）20）、

うつ傾向 12）13）20）、生きがいがない 13）、健康

関連 QOL の低下 21）などが挙げられている。

3）社会・環境的要因

社会・環境要因には、集団活動などへの

不参加 13）20）、近所との付き合いの少なさ 20）、

社会的役割の低さ 13）、親しい友人がいない 13）、

友人・近隣・親族との交流頻度が低い 22）23）、
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人口密度が低い 24）などが挙げられている。

これらの報告の多くは、幅広く地域高齢

者を対象としており、一般高齢者から要介護

認定者を含めている。このうち、要介護認定

を受けていない地域高齢者のみを対象とした

報告はわずかに散見される程度である。渡辺

ら 16）は、65 歳以上の在宅高齢者 2,932 名の

うち、介護保険未利用で生活機能の自立し

ている 85 歳未満の在宅高齢者で追跡可能で

あった 732 名を対象とし、閉じこもり発生の

予測因子を検討している。その結果、友人・

近隣・親族との交流頻度、下肢の痛みを挙げ

ている。中村ら 23）は、地域在住の虚弱高齢

者 61 名を対象とし、外出頻度を規定する要

因として、性別、近隣ネットワーク、近所へ

の外出能力、転倒経験、交流頻度を示してい

る。平井ら 24）は、要介護認定を受けていな

い 65歳以上の地域高齢者 34,374 名を対象に、

閉じこもりに関連する地域要因の検討を行っ

た結果、人口密度との関連を報告している。

地域支援事業の観点から閉じこもり予防・

支援を考慮するには、要介護認定を受けてい

ない地域高齢者を対象に検討する必要があ

る。特に要介護状態になるリスクの高い二次

予防事業対象者を対象にした閉じこもり要因

についての報告は少なく、さらなる検討が必

要である。

また、閉じこもりの前段階にある閉じこも

り予備群に対して、関連要因を検討した報告

がわずかに散見される。山縣ら 25）は、「閉じ

こもり群」は外出頻度が週に 1 回未満の者と

し、「閉じこもり予備群」は外出頻度が週に

1 回以上であるが、昨年と比べ外出が減少し

ている者と定義している。前述したように閉

じこもりの出現率は、65 歳以上の高齢者全

体を対象とした場合、10 ～ 15% 程度である

が、閉じこもり予備群も 13 ～ 25% 程度の割

合を占めることが報告されている 20）25）。また、

山縣ら 25）は「閉じこもり群」のみならず「閉

じこもり予備群」の体力も低下していること

を明らかにし、「閉じこもり予備群」に対し

ても支援の必要性を述べている。このような

ことから、閉じこもりの一次予防及び二次予

防対策を考える上で、閉じこもり予備群に注

目した関連要因の検討も重要な課題となる。

３．閉じこもりの分類に関する研究
これまでに閉じこもりの特徴を分類した

報告がいくつか散見される。新開ら 11）は、

移動能力の低下により外出頻度が低下してい

る者を「タイプ 1」、移動能力は高いが、外

出頻度が低下している者を「タイプ 2」と分

類している。そして、それぞれのタイプの閉

じこもり高齢者を追跡調査した結果、「タイ

プ 2」は歩行能力や IADL、認知機能などが

低下しやすいことを示しおり、閉じこもりが

活動能力低下を促進する独立要因であること

を報告している。「タイプ 2」の閉じこもりは、

要介護状態のハイリスク集団であり、心身機

能の低下や抑うつなどの心理的特性に対する

アプローチとともに、閉じこもり状態への改

善に向けた取り組みが必要であること示して

いる。

また、渋井ら 26）による閉じこもり予備群

を類型化した報告がある。都市部高齢者を対

ADL に対する自己効力感の低さ
17)18)19)

主観的健康感の低さ
8)16)20)

うつ傾向
12)13)20)

生きがいがない
13)

健康関連QOLの低下
21)

表1　閉じこもりの関連要因

IADL障害
11)12)

人口密度が低い
24)

歩行能力の低下
5）10）11）

認知機能の低下
13)14)

散歩・体操や運動をほとんどしない
11)13)

日常生活自立度の低下
13)15)

身体的要因

心理的要因

社会・環境的要因

集団活動などへの不参加
13)20)

近所との付き合いの少なさ
20)

社会的役割の少なさ
20）

親しい友人がいない
13)

友人・近隣・親族との交流頻度が低い
22)23)

下肢の痛み
16)

表 1　閉じこもりの関連要因
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象に普段の外出頻度が週 2 ～ 3 回程度の者を

閉じこもり予備群とし、クラスター分析を用

いた検討を行っている。分析には閉じこもり

の予測因子である「IADL」、「抑うつ」、「認

知機能」、「交流状況」を用いて、「全体良好群」、

「抑うつ傾向群」、「認知機能低下・抑うつ傾

向群」、「IADL 群」、「全体低下群」の 5 つの

群に類型化している。また、群間の特徴を比

較した結果、「抑うつ傾向群」と「認知機能

低下・抑うつ傾向群」は、転倒不安を有する者、

将来への不安を感じている者の割合が高く、

昨年と比較して外出頻度が減少した割合が高

いことを示している。「IADL 低下群」と「全

体低下群」は平均年齢が高く、要介護認定者

の割合が高いことを示している。そして、類

型化別に介入方策を検討する必要性を述べて

いる。

このように閉じこもりの関連要因をもと

に類型化した報告はわずかに散見される程度

である。閉じこもりの関連要因は多岐にわた

り、複雑に絡み合ったものであるため、閉じ

こもりの特徴を類型化して対策を考える必要

がある。

４．閉じこもりに関する介入研究
　閉じこもりの予防、改善を目的とした介入

研究は限られており、閉じこもり予防・支援

の有効な介入方法が確立しているとはいえな

い。（表 2）
閉じこもり者を対象とした報告は、藺牟田

ら 27）や奥野ら 28）による報告がある。藺牟田

らは、閉じこもり高齢者 46 名を対象に、心

理療法であるライフレビューと健康情報の提

供を実施した。介入評価指標は身体的変数と

して、ADL の 5 項目、心理的変数として主

観的健康感、生きがいの有無、生活満足度、

自己効力感、ぼけの有無、社会的変数として、

老研式活動能力指標、外出の頻度とした。健

康情報の提供を約 20 分、ライフレビューを

約 40 分の計 60 分を 1 回の介入とし、月 2 回、

2 か月間、保健師らによる訪問型の介入を試

みた。その結果、対照群と介入群で各変数の

有意差は認められなかったが、介入群の方が、

ADL、物忘れ、主観的健康感、生きがいに

おいて維持・改善率がやや高値であったこと

を報告している。奥野らは、閉じこもり高齢

者を含む運動教室参加者 9 名を対象に、個別

に筋力トレーニング、ストレッチ、有酸素運

著者 研究デザイン 対象 評価項目 介入内容 介入期間 結果

藺牟田ら
27） 無作為化対照試験

閉じこもり高齢者
46名

身体的変数（視力・聴力の低下の有
無、歩行、食事、排尿、入浴、着脱
衣）、心理的変数（主観的健康感、生
きがいの有無、生活満足度、自己効
力感、ぼけの有無）、社会的変数（老
研式活動能力指標、同居状況、外出
の程度）

保健師らの訪問による、身
体面（パンフレットを用いた
健康情報の提供）と心理面
（Life Review）を実施。

3か月間

（月2回）

対照群と介入群で各変数
の有意差は認められな
かったが、介入群の方
が、ADL、物忘れ、主観
的健康感、生きがいにお
いて維持・改善率がやや
高値であった。

奥野ら
28） 前後比較試験

運動教室に参加
した高齢者184
名。そのうち閉じ
こもり高齢者11
名。

体力テスト、外出頻度、運動頻度、運
動実施時間、自己健康感、体力への
不安、老研式活動能力指標、精神健
康度（GHQ-12）

運動教室と自宅での筋力ト
レーニング、ストレッチ、
ウォーキング、有酸素運動

3か月間

（週2～3回）

閉じこもり高齢者の約7割
が、外出頻度が向上し、
閉じこもりの改善に至った

樋口ら
29） 前後比較試験

転倒・閉じこもり
のハイリスク高齢
者12名

移動能力（5m歩行時間、Timed Up
& Go test、課題付加Timed Up &
Go test）、転倒恐怖感、疼痛

運動教室でのストレッチ、
バランストレーニング。個別
にはホームエクササイズ

3か月間

（週1回）
バランス能力の改善を認
めている。

加藤ら
30） 前後比較試験

閉じこもりを含む
二次予防事業対
象者301名

基本チェックリスト、体力評価（握力、
開眼片足立ち、Timed Up & Go
test、5m歩行時間）、転倒不安、主
観的健康感、運動頻度

健康教室での運動器機能
向上プログラム（講義、スト
レッチ、筋力強化、バラン
ス訓練、歩行訓練）

3か月間

（週1回）

女性のみ閉じこもり、うつ
症状に有意な改善を認め
ている。

伊藤ら
31） 対照研究

要介護認定者を
除く一般高齢者
960名（介入地

区556名、非介

入地区404名）

転倒の有無、閉じこもりの有無、運動
習慣、日常の活動性、生活体力、動
作に対する自己効力感、生活満足度

高齢者ボランティアの養成
及び活動支援、地域全体
への広報普及活動、小地
区単位での保健活動（転
倒予防教室）

3年間

非介入地区に比べ、介入
地区では閉じこもりの発
生や運動習慣（規則的に
運動しない）のリスクを約
半分に抑制した。

表2　わが国の閉じこもりに関する介入研究の概要表 2　わが国の閉じこもりに関する介入研究の概要
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動を実施している。これらを週 2 回、また自

宅でも週 3 回、3 ヶ月間の介入を試みた。そ

の結果、閉じこもり高齢者の約 7 割が、外出

頻度が向上し、閉じこもりの改善に至ったと

報告している。

また、虚弱高齢者などを対象に閉じこも

りの予防を目的とした介入研究がいくつか散

見される。樋口ら 29）は、転倒・閉じこもり

のハイリスク高齢者 12 名に対し、運動教室

での運動プログラムを週 1 回の 3 か月間実施

し、バランス能力が改善したことを報告して

いる。また、加藤ら 30）は、通所型介護予防

教室に参加した二次予防事業対象者 301 名

（男性 108 名、女性 193 名）に対し、運動器

機能向上プログラムを週 1 回 2 時間で講義、

運動、評価等を 3 か月間（12 回）実施して

いる。その結果、女性において、閉じこもり、

うつ症状に有意な改善を報告している。伊藤

ら 31）は、閉じこもり高齢者を含む地域在住

の後期高齢者 622 名を対象とし、転倒・閉じ

こもり予防を介入地区（361 名）において実

施し、非介入地区（261 名）との比較からそ

の効果を検討している。介入地区では、高齢

者ボランティアの養成及び活動支援、地域全

体への広報普及活動、小地区単位での保健活

動を 3 年間実施した。その結果、非介入地区

に比べ、介入地区では閉じこもりの発生や運

動習慣（規則的に運動しない）のリスクを約

半分に抑制したことを報告している。

　閉じこもりに関連する介入研究の報告は少

なく、閉じこもり高齢者に対して、閉じこも

りの改善を報告しているものはほとんどな

い。予防的な観点から二次予防事業対象者の

ような虚弱高齢者に対し、運動プログラムな

どの介入によって閉じこもりの改善を認めた

報告もわずかに散見される程度である。閉じ

こもり予防・支援のエビデンスを構築するた

めには、今後さらなる実証研究が求められる。

また、これまでに報告された閉じこもりに対

する介入研究は、運動プログラムなど身体的

要因に対しての介入がほとんどである。心理

的要因に対して介入を検討した報告は、藺弁

田らのライフレビューを用いた介入に限られ

る。今後は、心理的要因や社会・環境的要因

を含めた介入を検討する必要がある。

Ⅲ．海外における閉じこもりに関する研究動向
１．文献検索方法

日本における閉じこもりに相応する言

語として諸外国では homebound あるいは

housebound がある 32）。しかし、これらに明

確な定義づけをしている報告は少なく、多く

は何らかの身体的・精神的理由により外出が

困難となった在宅高齢者として取り扱われて

いる。米国メディケアでは homebound を「怪

我や疾病などにより、家から外に出るときに

かなりの労力を要する状態であり、まれに外

に出るときでも、わずかな時間であり、医療

ケアを必要とする状態」と示している 33）。

2015 年 3 月までの臨床研究を PUBMED の

電子データベースにて検索した。PUBMED
の検索条件は「homebound“OR”housebound

“AND”elderly“OR”older adults」とし、そ

れらのキーワードが Title または Abstract に
含まれている 786 件を抽出した。homebound
または housebound の定義として外出頻度を

用いた報告は 4 件であり、そのうち閉じこ

もりの関連要因を検討した 3 件を採用した。

また、介入研究において homebound または

housebound の定義に外出頻度を用いた報告

は皆無であったが、地域の虚弱高齢者を対象

にした 2 件を採用した。（表 3）

２．閉じこもりの関連要因に関する研究
Lindesay ら 34）は、一か月以内に外に出て

いない者を housebound と定義し、都市部高

齢者に対して閉じこもりの関連要因を検討し

ている。その結果、身体的健康状態、加齢な

どが有意に関連していることを明らかにして

いる。Ganguli ら 35）は、外出頻度が週に 1 回

以下を homebound と定義し、農村部高齢者

の閉じこもりに対して閉じこもりの関連要因

を検討している。その結果、性別（女性）、

体重減少、IADL 障害、抑うつ症状と有意な

関連を明らかにしている。また、Cohen ら 36）

は、Ganguli らと同様の定義を用いており、

閉じこもりの予測因子を縦断的に調査してい

る。閉じこもりの予測因子として、高齢、性
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別（女性）、肥満または低体重、IADL 低下

を明らかにしている。

３．閉じこもりの介入に関する研究
Nour ら 37）による報告がある。Nour は、変

形性関節症または関節リウマチを罹患してい

る地域在住の閉じこもりを呈した虚弱高齢者

に対し、筆者が考案した自己管理を促すプロ

グラムを週 1 回 1 時間、6 週間実施している。

介入内容は、専門家が自宅を訪問し、エクサ

サイズ、リラクセーション、心理的ケア、目

標設定と実施計画、問題解決方法などであっ

た。その結果、介入群では統制群と比較して、

自宅でのエクササイズが維持されている。し

かし、閉じこもりの改善については触れられ

ていない。また、Haight38）は、地域在住の虚

弱高齢者 60 名を対象に対し、心理的改善を

目的にライフレビューの実施している。プロ

グラム内容は週 1 回のライフレビューを 6 週

間実施している。その結果、介入群では、生

活満足度、心理的安定が有意に改善したこと

を報告している。

　海外におけるhomeboundまたはhousebound 
に関する報告は、医療的ケアを必要とする高

齢者を対象とした報告が多く、わが国の閉じ

こもりの概念とはやや相違がみられる。とく

に、介護予防の観点から閉じこもり予防・支

援の方策を考えるには、わが国の閉じこもり

高齢者に焦点を当てた実証研究が求められ

る。

Ⅳ．閉じこもり予防・支援の実際と課題
このように、閉じこもり改善または予防

を目的とした介入研究は少ないが、わが国で

は、各自治体で閉じこもり予防・支援につい

て様々な取り組みがなされている。厚生労働

省が作成した「閉じこもり予防・支援マニュ

アル 39）」によると、閉じこもり予防・支援は、

その発生要因を考えて、その方策を考えるこ

とが重要であることが示されている。具体的

な方策に、介護予防一般高齢者施策として介

護予防普及啓発事業や地域介護予防活動支援

著者

Lindesayら34)

Ganguliら35)

Cohenら36)

Nourら38)

Haight39)

外出頻度が週に1回以下をhomeboundと定義している。イスラエルの高齢者を
縦断的に調査し、閉じこもりの予測因子を検討している。その結果、閉じこもりの
予測因子として、IADLの低下、階段がある、高齢、女性、肥満または低体重を明
らかにしている。

変形性関節症または関節リウマチを罹患している地域在住の閉じこもりを呈した
虚弱高齢者に対し、筆者が考案した自己管理を促すプログラムを週1回1時間、6
週間実施した。介入内容は、専門家が自宅を訪問し、エクササイズ、リラクセー
ション、心理的ケア、目標設定と実施計画、問題解決方法などであった。その結
果、介入群では統制群と比較して、自宅でのエクササイズが維持された。

地域在住の在宅サービスを受けている虚弱高齢者60名を対象に対し、心理的改
善を目的にライフレビューの実施している。プログラム内容は週1回のライフレ
ビューを6週間実施している。その結果、介入群では、生活満足度、心理的安定
が有意に改善したことを報告している。

表3　海外における閉じこもりに関する研究

研究概要

一か月以内に外に出ていない者をhouseboundと定義している。都市部高齢者
を対象に、閉じこもりに関連する身体的、精神的、社会的、環境的要因を検討し
ている。その結果、健康状態、年齢、車へのアクセスなどが有意に関連していた。

外出頻度が週に1回以下をhomeboundと定義している。農村部高齢者を対象に

閉じこもりの関連要因を検討している。その結果、体重減少、IADL障害、性別、
抑うつに有意に関連していた。

表 3　海外における閉じこもりに関する研究
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事業が紹介されている。また、二次予防事業

対象者を対象とした介護予防特定高齢者施策

として、通所型介護予防事業や訪問型介護予

防事業が紹介されている。

主に一次予防を目的とした介護予防普及

啓発事業では、高齢者の社会活動・役割の実

態を調査し、社会活動や役割の重要性を訴え

る広報活動や健康学習の機会を設けている。

また、地域介護予防活動支援事業として、高

齢者ボランティアの養成研修及び活動を支援

している。二次予防事業対象者を対象とした、

通所型介護予防事業では、運動器機能の向上

や栄養改善・口腔機能の向上を目的とした通

所型のプログラムへの参加が閉じこもり予

防・支援として有効であることを示している。

山崎ら 40）は、通所型介護予防事業（運動器

の機能向上）への参加が閉じこもり改善に寄

与していたことを報告している。対象は外出

頻度が週に 1 回未満と判定された閉じこもり

高齢者 274 名であり、1 年間追跡調査によっ

て閉じこもり改善に関連する因子を検討した

結果、「通所型介護予防事業への参加」があ

ることを明らかにしている。しかし、この報

告では具体的なプログラムは紹介されていな

いため、今後は通所型介護予防事業における

閉じこもり予防・支援プログラムに関する知

見を重ねていく必要がある。また、訪問型介

護予防事業は、通所型介護予防事業に参加し

ないが、支援が必要である対象者に対して、

地域包括支援センターから保健師らによって

アセスメントや各種サービスの紹介が行われ

る。閉じこもり予防・支援は、うつや認知症

と同様に個別的なアプローチが求められ、訪

問型介護予防プログラムの適用が望まれる。

通所型介護予防事業への参加が困難であった

場合、保健師らによるライフレビューを用い

た訪問プログラムを実施した例 39）が紹介さ

れている。ライフレビューを用いて自己効力

感の改善を図るとともに、健康行動への変容

を促すプログラムとして有用であることが示

されている。しかしながら、現実的には保健

師らの訪問には限界があることや、訪問者の

知識や経験に依拠せざるを得ない状況となっ

ており 41）、十分な体制が整っていない。今

後は、介入できる人材の確保や訪問者の専門

的知識の向上が求められる。

Ⅴ．結　語
　現状の高齢者の閉じこもり予防・支援につ

いて、わが国では介護予防の観点から注目さ

れ、各自治体で様々な取り組みがなされてい

るにも関らず、エビデンスが低い状況となっ

ている。わが国の閉じこもりに関する研究は、

関連要因を検討した報告は散見されるが、介

入を検討した報告はわずかであった。関連要

因を検討した報告は、郵送調査や面接による

聞き取り調査などによって実施されているの

に対し、介入研究は継続的かつ直接的にアプ

ローチを実施している報告が多かった。介入

研究の報告が少ないことについては、直接的

にアプローチできる人材が確保できないこと

や対象者に継続した介入が困難であったこと

が考えられる。また、閉じこもりの介入研究

において効果を認めた報告が少ないのは、閉

じこもりの要因が多岐にわたり複雑化してい

ることが考えられる。そのため、閉じこもり

高齢者に対して、身体機能や精神状態の改善、

または QOL の改善は報告されているが、閉

じこもり状態の改善には至っていないケース

が多い。今後は閉じこもり高齢者への継続的

な支援策を考えるとともに、身体、心理、社

会・環境的要因を包括し、総合的に対応した

方策を考える必要がある。
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